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２ 競争参加資格
\ 当機構入札心得の14に該当しない者である
こと。（詳細は入札説明書に記載。）

] 平成21年度独立行政法人住宅金融支援機構
競争参加資格「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ又はＣの等級に格付けされている者、また
は平成19・20・21年度国の競争参加資格（全
省庁統一資格）「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ又はＣの等級に格付けされている者である
こと。

^ 入札説明書中の契約書（案）により当機構
と契約を締結することが可能であり、かつ、
仕様書記載の要件を全て満たしている者であ
ること。

３ 入札書の提出場所等
\ 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒112`8570 東京都文京区後楽１`４`10

独立行政法人住宅金融支援機構財務企画部
会計事務管理室会計グループ 設樂、住釜
電話03`5800`8053

] 入札説明書の交付時期及び方法 平成21年
11月10日～平成22年１月５日（土曜、日曜、
祝日及び12月31日を除く10時～12時、13時～
16時）、上記\の交付場所にて交付する。

^ 入札書の受領期限 平成22年１月14日（木）
15時00分

_ 開札の日時及び場所 平成22年１月14日
（木）15時00分 独立行政法人住宅金融支援
機構本店会議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札

_ 契約書作成の要否 要
` 落札者の決定方法 当機構の規定に基づい
て作成された予定価格の範囲内で最低価格を
もって有効な入札を行った者を落札者とす
る。

ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約の内容に適
合した履行がされないおそれがあると認めら
れるときは、予定価格の制限の範囲内の価格
をもって入札した他の者のうち最低の価格を
もって入札した者を落札者とすることがあ
る。

a 手続における交渉の有無 無
b 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Junji Endo, Director Gen-

eral of the Finance and Accounting Depart-

ment, Japan Housing Finance Agency

] Classification of the services to be re-

quired : 71, 27

^ Nature and quantity of the services to be

required : Maintenance of our synthetic on-

line system.

_ Fulfillment date : as in the tender do-

cumentation

` Fulfillment place : as in the tender do-

cumentation

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

{ Not come under Article 14 of J. H. F.

AÐsØbylaw about procedures of tenders

(Details described in the tender do-

cumentation)

| Have grade A or B or C in terms of the

qualification for participating in tenders

for Úoffers of the laborÙ by J. H. F. A in

the fiscal year of 2009 or have grade A or

B or C in terms of the qualification for

participating in tenders for Úoffers of the

laborÙ by single qualification of services

for every ministry and agency in the fis-

cal year of 2007, 2008 and 2009.

} Satisfies criteria in the tender do-

cumentation

b Time limit for tender : 3 : 00 p.m. 14th Ja-

nuary, 2010

c Contact point for the notice : Shitara, Su-

mikama, Contract Section, Accounting

Group, Office of Accounting, Finance and

Accounting Department, The J. H. F. A, 1`

4`10 Koraku, Bunkyo-ku, Tokyo 112`

8570, Japan TEL 03`5800`8053

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 21年 11月 10日
支出負担行為担当官
北海道開発局旭川開発建設部長 本田 幸一
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01

〇開発旭川第 10号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 旭川十勝道路 富良野市 北の峰
トンネル工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 北海道富良野市
_ 工事内容 トンネル延長：Ｌ＝2¶928•0ｍ内
空断面積２：Ａ＝69•8fl（ＣÓ`ｂ）、内空
断面積２：Ａ＝74•9fl（ＣÓ`ｂ（ｉ）、Ｄ
Ò`ｂ、ＤÓ、坑口）、内空断面積２：Ａ＝
85•7fl（ＣÓ`ｂ（非））、内空断面積２：Ａ
＝91•9fl（ＤÒ`ｂ（非）、ＤÓ（非））、内
空断面積２：Ａ＝98•5fl（ＤＷ）、工法：Ｎ
ＡＴＭ

` 工期 平成25年３月15日まで
a 使用する主要な資機材 ロックボルト工
約35¶000本、吹付コンクリート 約27¶600‚、
覆工コンクリート 約47¶200‚、鋼製支保工
約2¶700ｔ、防水シート 約77¶900fl

b 本工事は、資料の提出及び入札等を電子入
札システムにより行う。なお、電子入札シス
テムにより難いものは、発注者の承諾を得て
紙入札方式に代えることができる。

c 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

d 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式（総
合評価落札方式）及び契約締結後に施工方法
等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行
工事のうち、品質確保のための体制その他の
施工体制の確保状況を確認し、施工内容を確
実に実現できるかどうかについて審査し、評
価を行う施工体制確認型総合評価落札方式の
試行工事である。ただし、契約締結後の施工
方法等の提案については、入札時ＶＥ方式（総
合評価落札方式）に係るものを除く。

e 本工事は、いわゆるダンピング受注に係る
公共工事の品質確保及び下請業者へのしわ寄
せの排除等の観点から、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合、重点的に
監督・検査等の強化を行う試行工事である。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている者又は
当該者を構成員とする特定建設工事共同企業体
で、北海道開発局長から入札参加資格の決定を
受けた者。なお、特定建設工事共同企業体につ
いては、北海道開発局長が別に公示する申請方
法に基づき、特定建設工事共同企業体の資格審
査を申請すること。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争参加資格の決定を受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、北海道
開発局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再決定を受けていること。）。

^ 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争参加資格の決定の際に算定し
た点数（経営事項評価点数）が、1¶070点以
上であること（上記]の再決定を受けた者に
あっては、当該再決定の際に、経営事項評価
点数が1¶070点以上であること。）。

˜
›


		2009-11-09T14:56:01+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




